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＜令和元年度基金充当分＞ 

 

事業の区分 １．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に

関する事業 

事業名 【No.1（医療分）】 

病床の機能分化・連携を推進するための解体等

支援事業 

【総事業費】 

1,656,909 千円 

【R5 事業費】 

26,250 千円 

事業の対象となる

区域 

全県域 

事業の実施主体 病院、福島県 

事業の期間 平成 31 年 4 月 1 日～令和 6年 3月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介

護ニーズ 

・2025 年（令和 7年）には「団塊の世代」が全て 75 歳以上の後期高

齢者となり、医療・介護需要が増加することが見込まれる。そのため、

県内各地域で必要とされる医療機能の提供体制を整備することが必

要となり、病床の機能分化・連携を推進するための施設・設備整備支

援が有効となる。 

また、地域医療構想に基づく病床機能の転換や機能分化・連携への取

組を推進するためには、病院の経営上の影響が大きな判断材料とな

る。このため、病院経営セミナーや地域医療構想に係る勉強会等を開

催し、病床機能の転換や機能分化・連携への取組を促すことが有効で

ある。   

・さらに、地域医療構想アドバイザーを調整会議に派遣や、県主催の

研修会を開催し議長などを中心に今後の進め方や他構想区域との情

報共有を行うことで、地域医療構想調整会議の活性化を図ることが、

地域医療構想達成に必要である。 

アウトカム指標： 

・地域医療構想に基づき令和 7年度に必要となる病床数 

※暫定推定値 

医療機能 現状（H27） 必要病床数（R7） 

高度急性期 1,219 床 1,538 床 

急性期 12,140 床 5,380 床 

回復期 1,699 床 5,157 床 

慢性期 4,229 床 3,322 床 

・「病床の機能分化・連携を推進するための基盤整備支援事業」 

実施件数の増加 H29:1 件→H30:3 件→R5:4 件 
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事業の内容 

（当初計画） 

・急性期から回復期、在宅医療に至るまで、一連のサービスを地域に

おいて総合的に確保するため、病床の機能分化・連携を推進するため

の施設・設備整備を支援する。 

・また、病床機能の転換を進める上で、定義の異なる病床機能報告と

地域医療構想の病床機能の必要量の比較で議論をすることを疑問視

する声が多くなっており、医療機関が納得できる指標を検討するこ

とが求められている。 

そのため、病床機能の基準検討会を開催し、病床機能報告やレセプ

トデータ等を活用しながら、本県における医療機能の見える化を図

るための分類基準を作成し、病床機能の転換を進めていく。 

・さらに、有識者等による病院経営セミナーや地域医療構想調整会

議を円滑に進めるための勉強会等を開催し、病床機能の転換や機能

分化・連携への取組を促す。なお、開催にあたっては、医師会や厚

生労働省とも連携しながら進める。 

・以上に加え、地域医療構想アドバイザーを調整会議に派遣し議論の

活性化に取り組むとともに、県主催の研修会を開催し議長などを中

心に今後の進め方や他構想区域との情報共有を行うことで、調整会

議の円滑運営と地域医療構想の達成を目指す。 

アウトプット指標 

（当初の目標値） 

・対象医療機関数     4 施設 

・経営セミナーの開催回数 1 回 

・県主催研修会      2 回 

・地域医療構想アドバイザー派遣 6 調整会議 

アウトプット指標 

（達成値） 

・対象医療機関数      3 施設 

・経営セミナーの開催回数  0 回 

・県主催研修会       0 回 

・地域医療構想アドバイザー派遣  0 調整会議 

事業の有効性 

・効率性 

事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

地域医療構想に基づき令和 7年度に必要となる病床数 

 

医療機能 

現状 

必要病床数

（R7） 

H29 

病床機能

報告 

H30 

病床機能

報告 

R5 

病床機能

報告 

高度急性期 1,147 床 967 床 940 床 1,538 床 

急性期 11,699 床 11,584 床 10,572 床  5,380 床 

回復期 1,802 床 1,978 床 2,574 床  5,157 床 

慢性期 4,186 床 4,039 床 3,305 床  3,322 床 

・「病床の機能分化・連携を推進するための基盤整備支援事業」 
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実施件数の増加 H30:2 件→R1: 3 件 

観察できた→医療機能について、R7 必要病床数への転換等が観測で

きた。 

（未達成の理由と改善の方向性） 

・資材高騰により、補助対象事業の着工を延期する医療機関が多く見

受けられた。 

・コロナ等の影響によりセミナーや研修会を開催することができな

かった。 

・引き続き基盤整備支援事業の活用やセミナー等の開催により医療

機能の転換を支援する。 

（１）事業の有効性 

・地域で不足する病床機能の転換に係る施設・設備整備及び施設解体

等を支援することにより、病床の機能分化・連携が推進された。 

（２）事業の効率性 

・事業実施により、病床の機能分化・連携が効率化された。 

その他  
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事業の区分 １．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の

整備に関する事業 

事業名 【No.5（医療分）】 

病院の入院患者への歯科保健医療推進事業 

【総事業費】 

36,797 千円 

【R5 事業費】 

12,209 千円 

事業の対象となる区域 全県域 

事業の実施主体 病院、診療所 

事業の期間 平成 31 年 4 月 1 日～令和 8年 3月 31 日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

地域医療構想の実現に向け、限られた医療資源を効率的・

効果的に活用し、医療機能の分化と連携を推進するため、医

療機関へ入院中の患者に対して早期に歯科医療を行うこと

で、入院患者の合併症の防止、入院期間の短縮等を図る必要

がある。 

このため、病院が口腔ケアチームを編成、運営することが

有効となる。 

アウトカム指標：事業実施病院の平均在院日数の短縮 

H29：13.14 日→R5：8.61 日 

事業の内容 

（当初計画） 

入院中の患者に対して早期に歯科治療を行い入院期間の

短縮を図るため、患者に合わせた効率的に治療するための

治療計画を作成する口腔ケアチームの編成、運営等を支援

する。 

アウトプット指標 

（当初の目標値） 

・補助実施件数 病院 14 か所 

アウトプット指標 

（達成値） 

〈令和元年度〉 

・補助実施件数 病院  8 か所 

〈令和４年度〉 

・補助実施件数 病院  7 か所 

〈令和５年度〉 

・補助実施件数 病院  7 か所 

事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標： 

〈令和元年度〉 

平均在院日数の短縮 

H29：13.14 日→R1：12.86 日 

観察できた→事業実施病院に平均入院日数が短縮された病

院があった。 

〈令和４年度〉 
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平均在院日数の短縮 

観察できなかった→口腔ケアを実施した患者分の平均在院

日数が特定できないため。 

（代替指標）事業実施により平均在院日数が短縮した病院数 

R3：4 病院／6病院 → R4：5 病院／7病院 

〈令和５年度〉 

平均在院日数の短縮 

R4：9.37 日→R5：8.61 日  

観察できた→多くの事業実施病院で平均入院日数の短縮が

見られた。 

 

（１）事業の有効性 

〈令和元年度〉 

・入院患者に対する口腔ケアチームの編成、運営等により、

医科歯科の連携体制構築が支援され、患者の入院期間の短縮

が図られる。入院患者に対する口腔ケアチームの編成、運営

等により、医科歯科の連携体制構築が支援され、患者の入院

期間の短縮が図られる。 

〈令和４年度〉 

がん診療拠点病院等の入院患者に対する口腔ケアチーム

の編成、運営等により、医科歯科の連携体制構築が支援され、

患者の入院期間の短縮に効果があったが、病院の口腔ケアチ

ームの編成が想定より進まなかったことから、事業実施医療

機関数が目標値に届かなかった。今後は、事業の普及、啓発

により、事業実施医療機関数及び平均在院日数の短縮を図る

病院の増加を図る。 

〈令和５年度〉 

 口腔ケア対象患者へ早期に介入することにより、口腔合併

症の軽減や予防、憎悪の抑止が行えており、平均入院期間が

短くなる傾向となった。また、退院後に継続管理を行うこと

により、再入院のリスクを軽減できた。 

 補助実施件数（病院）が目標の 14 か所に対し 7 か所に止

まった原因は、事業の周知不足にあると考える。入院患者の

合併症の防止、入院期間の短縮等に有効な事業であることか

ら、より多くの病院に事業を実施いただけるよう、今後は事

業の周知に注力していく。 

（２）事業の効率性 

〈令和元年度〉 
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口腔ケアチームの運営が継続されることにより、医科歯科

連携体制がより効率的なものになった。 

〈令和４年度〉 

口腔ケアチームの運営が継続されることにより、歯科衛生

強化や口腔機能向上が図られ、医科疾患の合併症予防、特に

呼吸器に対する合併症の予防に効果あり。医科での平均入院

期間の減少に加え、退院後に継続管理をすることにより、再

入院のリスクの軽減に繋がった。 

〈令和５年度〉 

入院中の口腔衛生状態の改善・維持・管理を行うことによ

り、平均入院期間の減少だけでなく、患者の口腔内に対する

意識が高まり、セルフケアの上達・退院後の定期歯科検診受

診へのモチベーションに繋がった。 

補助実施件数（病院）が目標の 14 か所に対し 7 か所に止

まった原因は、事業の周知不足にあると考える。患者の口腔

内に対する意識が高まりが期待できるなど、大変効率のよい

事業であることから、より多くの病院に事業を実施いただけ

るよう、今後は事業の周知に注力していく。 

その他  
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事業の区分 １．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に

関する事業 

事業名 【No.6（医療分）】 

１２誘導心電図伝送システム導入促進事業 

【総事業費】 

23,521 千円 

【R5 事業費】 

13,056 千円 

事業の対象となる

区域 

全県域 

事業の実施主体 県、医療機関及び消防機関 

事業の期間 平成 31 年月 1日～令和 8年 3月 31 日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介

護ニーズ 

・本県は急性心筋梗塞の死亡率が男女とも全国で最も高い状況にあ

るため、治療に至る時間を短縮し、救命率を向上する必要がある。急

性期の治療効果を上げ、速やかに回復期へ移行することが求められ

ている。 

アウトカム指標： 

急性心筋梗塞死亡率 

H27：（男）34.7（女）15.5→R5：（男）34.7 以下（女）15.5 以下 

事業の内容 

（当初計画） 

・急性心筋梗塞を発症した疑いがある患者の搬送から医療機関での

治療開始までの時間を短縮するため、モデル的に選定した医療機関

及び消防機関に１２誘導心電図伝送システムを導入する。 

アウトプット指標 

（当初の目標値） 

・病院到着から再灌流までの時間 R1：91 分 →R5：91 分以下 

アウトプット指標 

（達成値） 

・病院到着から再灌流までの時間 R1：91 分 →（R7 検証予定） 

 

事業の有効性 

・効率性 

事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

急性心筋梗塞死亡率 

H27：（男）34.7（女）15.5→R4：（男）47.5（女）31.4 

観察できなかった→ 

まだシステムを導入していない時点での最新値であるため。（出典は

本県「保険統計の概況」だが、集計まで時間差が生じるため R5 の値

が事後評価時点では不明。） 

（代替指標） 

・12 誘導心電図伝送システム導入機関数 

R3:3 機関→R4:10 機関→R5：15 機関 

（１）事業の有効性 

・医療機関及び消防機関に 12 誘導心電図伝送システムを導入するこ

とで DTBT の短縮を図ることができた。 
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（２）事業の効率性 

・12 誘導心電図伝送に係る WG を設置し、運用ルールや課題等を検討

することで効率的な運用をすることができた。まだ一部地域のみで

の運用であるため、今後、県内全域に広めていくことで、より大きな

効果が期待できると思われる。 

その他  

 

  



   

253 

 

事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【No.8（医療分）】 

在宅医療推進事業 

【総事業費】 

5,923 千円 

【R5 事業費】 

3,318 千円 

事業の対象となる

区域 

全県域 

事業の実施主体 病院、医科・歯科診療所、訪問看護事業所、医療関係団体 

事業の期間 平成 31 年 4 月 1 日～令和 6年 3月 31 日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介

護ニーズ 

・今後、増加が見込まれる在宅医療ニーズに対して、適切な医療・介

護サービスが供給できるよう在宅医療にかかる提供体制の強化が必

要。 

アウトカム指標：看取り数（レセプト件数）の増加 

H27:2,598 件→R2:2,900 件 

事業の内容 

（当初計画） 

・医療機関及び医療関係団体等が 

①地域包括ケア・在宅医療に関わる従事者の連携・資質向上に資す

る研修会、 

②在宅医療やかかりつけ医等の普及・啓発に資する取組、 

③医療従事者向け在宅医療導入研修、 

④訪問診療医のグループや急変時受入医療機関による連携に向けた

情報交換会 

を実施する場合の経費を支援する。 

アウトプット指標 

（当初の目標値） 

・研修会への参加者数 2,700 人 

アウトプット指標 

（達成値） 

・研修会への参加者数 1,000 人 

事業の有効性 

・効率性 

事業終了後１年以内のアウトカム指標： 

・看取り数（レセプト件数）の増加 

観察できなかった →レセプト件数が NDB で秘匿となっているため 

（代替指標） 

・在宅療養支援病院数の増  H30：10 箇所→R5：19 箇所 

・在宅死亡の割合の増    H30：20.5％→R3：27.7％ 

 

（１）事業の有効性 

・基準額の見直しを行って補助額を増額することで、より幅広い事業

の実施を可能にしたことにより、効果的な事業が実施できた。 

・しかしながら、新型コロナウイルス感染症の影響によって実施を見
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送った事業もあったことから参加者数が減となった。 

（２）事業の効率性 

・在宅医療の担い手である地域の医師会や歯科医師会等が一体的に

多職種連携や課題検討、普及啓発に取り組んだことにより、効率的な

事業となった。 

その他  
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【No.9（医療分）】 

在宅歯科医療連携室整備事業 

【総事業費】 

11,426 千円 

【R5 事業費】 

7,368 千円 

事業の対象となる

区域 

全県域 

事業の実施主体 福島県（福島県歯科医師会） 

事業の期間 平成 31 年 4 月 1 日～令和 6年 3月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介

護ニーズ 

・今後さらなる増加が見込まれる在宅医療の提供が必要な者に対し

て、適切な歯科医療及び歯科医学管理（専門的口腔ケア含む）が供給

できるよう、在宅歯科医療に係る提供体制の強化及び他職種連携の

推進が必要となる。このため、県歯科医師会に在宅歯科医療連携室を

設置し、在宅歯科希望者への相談窓口の運営や他分野との連携体制

することが有効となる。 

アウトカム指標： 訪問歯科診療所等の紹介数 

H29：92 件 → R1：130 件 

事業の内容 

（当初計画） 

・在宅歯科医療における医科や介護などの他職種との連携体制をよ

り効率的に推進するため、県歯科医師会に在宅歯科医療連携室を設

置し、在宅歯科医療希望者への相談窓口の運営や他分野との連携体

制を構築する。また、地域住民へ効果的に事業の周知ができるよう

に広報活動を行う。 

アウトプット指標 

（当初の目標値） 

・在宅歯科医療連携室の設置・運営 1 ヶ所 

・在宅歯科医療連携室運営会議     2 回 

アウトプット指標 

（達成値） 

・在宅歯科医療連携室の設置・運営 1 ヶ所 

・在宅歯科医療連携室運営会議     1 回 

事業の有効性 

・効率性 

事業終了後 1年以内のアウトカム指標：訪問歯科診療所等の紹介数  

H28:107 件→R5:58 件 

観察できなかった→医科や介護等の他分野との連携を図るための窓

口設置・運営を円滑に実施することで、在宅歯科医療体制の強化を図

ったが、既に一部地域の在宅歯科医療体制が構築されてきているこ

ともあり、訪問歯科診療所等の紹介数が伸び悩んだ。 

しかし、訪問歯科診療所等の紹介数は、前年度より減ったものの、相

談自体は増加しており、本事業により、地域の歯科医療機関と関係機

関との連携体制が構築され、在宅歯科医療が推進されたと評価でき

る。 

（代替指標） 
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・在宅歯科医療希望者からの相談件数 R3：83 件 R5:104 件 

 

（１）事業の有効性 

・在宅歯科医療連携室を設置し、在宅歯科医療に係る相談受付等を実

施することで、地域の歯科医療機関と関係機関との連携体制が構築

され、在宅歯科医療が推進された。 

（２）事業の効率性 

・歯科医療に関する知識を持ち、地域の歯科医師等との連携が可能な

県歯科医師会が一括して実施することにより、事業の効率化が図ら

れている。 

その他  
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【No.13（医療分）】 

医療と介護の連携強化事業 

【総事業費】 

278,512 千円 

【R5 事業費】 

0 千円 

事業の対象となる

区域 

全県域 

事業の実施主体 病院、診療所、訪問看護ステーション、居宅介護施設 

事業の期間 平成 31 年 4 月 1 日～令和 6年 3月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介

護ニーズ 

地域医療構想の達成に向けた在宅医療を推進するためには、医療

機関・介護施設間のネットワーク構築による相互連携が不可欠であ

る。 

アウトカム指標：訪問看護件数 

H28:448,229→R1：479,511 件→R5：568,294 件 

事業の内容 

（当初計画） 

地域医療構想の達成に向けた在宅医療を推進するため、地域包括

ケアシステムの構築に必要な、在宅患者の情報を共有するための経

費を支援する。 

アウトプット指標 

（当初の目標値） 

・支援施設数：10 施設 

アウトプット指標 

（達成値） 

〈令和５年度〉 

・支援施設数： 0 施設 

〈令和３年度〉 

・支援施設数： １施設 

〈令和５年度〉 

・支援施設数： 0 施設 

事業の有効性 

・効率性 

事業終了後１年以内のアウトカム指標： 

訪問看護件数 

H28:448,229→R1：479,511 件→R5：568,294 件 

観察できた→ 訪問看護件数の増加。 

（１）事業の有効性 

〈令和元年度〉 

本事業の実施により、在宅患者の情報共有を支援し、地域医療構想

の達成に向けた在宅医療推進を予定していたが、内示が遅れたこと

により実施できなかった。 

〈令和３年度〉 

本事業の実施により、在宅患者の情報共有を支援し、地域医療構想

の達成に向けた在宅医療推進がなされる。 
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〈令和５年度〉 

申請がなかったため、入力不可 

（２）事業の効率性 

〈令和元年度〉 

内示が遅れたことにより実施できなかった。 

〈令和３年度〉 

本事業の実施により、在宅患者の情報共有を支援し、地域医療構想の

達成に向けた在宅医療推進がなされた。 

〈令和５年度〉 

申請がなかったため、入力不可 

 

その他  
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【No.14（医療分）】 

在宅医療エキスパート薬剤師人材育成強化事業 

【総事業費】 

2,738 千円 

【R5 事業費】 

1,737 千円 

事業の対象となる

区域 

全県域 

事業の実施主体 福島県、薬剤師会 

事業の期間 平成 31 年 4 月 1 日～令和 6年 3月 31 日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介

護ニーズ 

・県内における在宅医療ニーズが年々増加しており、かかりつけ薬

局・薬剤師の積極的介入が期待されている。 

・このような状況において、多くの薬剤師から在宅患者に対するケア

知識習得やスキル向上を目的とした研修会の開催要望が寄せられて

いる。 

アウトカム指標：受講証交付薬剤師総数 H30：163 名→R1：210 名  

事業の内容 

（当初計画） 

・在宅での需要の増加が見込まれる無菌調剤等に対応できる薬剤師

を育成するため、薬局薬剤師間での症例検討・情報共有や知識・技

能の向上を目的としたスキルアップ研修会や症例検討会等の開催を

支援する。 

・また、在宅において薬局薬剤師がシリンジポンプや輸液ポンプな

どの医療機器を安全に取り扱えるようにするため、実機演習を含め

たセミナーを開催する。 

アウトプット指標 

（当初の目標値） 

・研修受講者数 延べ 50 名 

アウトプット指標 

（達成値） 

・研修受講者数 延べ 60 名 

事業の有効性 

・効率性 

事業終了後１年以内のアウトカム指標：受講証交付薬剤師総数 

H30：163 名→R5：356 名 

観察できた→平成 29 年度から開始した本研修の受講薬剤師総数が

163 名から 356 名に増加した。 

 

（１）事業の有効性 

・本事業により在宅医療に対応できる薬剤師を R5 年度は 60 名育成

することができた。また、薬局薬剤師及び病院薬剤師が同じ研修に

参加することで薬薬連携の強化にもつながった。 

（２）事業の効率性 

・特記なし 
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その他  

 

事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名  【No.17（医療分）】 

在宅医療基盤整備事業 

【総事業費】 

278,512 千円 

【R5 事業費】 

0 千円 

事業の対象となる区域 全県域 

事業の実施主体 病院、医科診療所、歯科診療所、訪問看護事業所 

事業の期間 平成 31 年 4 月 1 日～令和 6年 3月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

・今後、増加が見込まれる在宅医療ニーズに対して、適切な医

療・介護サービスが供給できるよう在宅医療にかかる提供体

制の強化が必要。 

アウトカム指標： 

・訪問診療を受けた患者数（レセプト件数）の増加 

H27：93,629 件→R2：103,000 件  

事業の内容 

（当初計画） 

・病院、医科診療所、歯科診療所又は訪問看護事業所が訪問

診療、訪問歯科診療、訪問看護に必要な医療機器や訪問診療

車の整備に必要な費用を支援する。 

アウトプット指標 

（当初の目標値） 

・在宅医療機器 100 件 

・訪問診療車   20 件 

アウトプット指標 

（達成値） 

〈令和元年度〉 

・在宅医療機器   0 件 

・訪問診療車   0 件 

〈令和 2年度〉 

・在宅医療機器   75 件 

・訪問診療車   40 件 

〈令和 3年度〉 

・在宅医療機器   35 件 

・訪問診療車   14 件 

〈令和 4年度〉 

・在宅医療機器   30 件 

・訪問診療車   20 件 

〈令和５年度〉 

・在宅医療機器   54 件 

・訪問診療車   16 件 

事業の有効性 事業終了後１年以内のアウトカム指標： 



   

261 

 

・効率性 ・訪問診療を受けた患者数（レセプト件数）の増加 

〈令和元年度〉 

観察できなかった → 事業を実施していないため。 

〈令和 2年度〉 

観察できなかった → R2 年度の数値 R4 年 3 月頃 NDB データ

で把握予定。 

（代替指標） 

・在宅療養支援診療所数の増 R1：165 箇所→R2：168 箇所 

・在宅療養支援病院数の増  R1：11 カ所→R2：12 カ所 

・在宅死亡の割合      H30:20.5％→R1:20.8％ 

〈令和 3年度〉 

観察できなかった→調査中（R2：97,894） 

・在宅療養支援病院数の増  R2：12 カ所→R3：13 カ所 

・在宅死亡の割合      R1：20.8％→R2：22.3％ 

〈令和４年度〉 

訪問診療を受けた患者数（レセプト件数）の増加 

観察できなかった→R4：NDB 非公表情報のため 

〈令和５年度〉 

訪問診療を受けた患者数（レセプト件数）の増加 

観察できなかった→R5：NDB 非公表情報のため 

（代替指標） 

・在宅療養支援病院数の増  R2：12 カ所→R5：19 カ所 

・在宅死亡率の割合  R2：22.3％→R3：R3：27.7％） 

 

(１) 事業の有効性 

〈令和元年度〉 

本事業を実施することにより、県内の病院や診療所におい

て、在宅医療に必要な医療機器や訪問診療車の整備が進み、在

宅医療提供体制の構築を進める予定であったが、内示が遅れ

たことにより事業期間が確保できず実施できなかった。 

〈令和 2年度〉 

本事業を実施することにより、県内の病院や診療所におい

て、在宅医療に必要な医療機器や訪問診療車の整備が進み、在

宅医療提供体制の構築を進める。 

〈令和 3年度〉 

新型コロナウイルスの影響で、診療車の納期の見通しが立

てにくく、申請件数が減った。 

〈令和 4 年度〉 
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・令和３年度に続き新型コロナウイルス等の影響により医療

機器及び診療車の納期の見通しが立てにくく、申請件数が横

ばいであった。 

〈令和 5年度〉 

 新型コロナウィルスが５類感染症に移行されて以降、医療

機関による訪問診療や往診等を再開する動きが見られ、それ

に伴い、新型コロナウィルス流行下の令和３年度、令和４年度

と比較し申請件数が増加した。引き続き、医療機関の在宅医療

実施のニーズに対応できるよう継続して事業実施する。 

 

 (２)事業の効率性 

〈令和元年度〉 

内示が遅れたことにより、事業期間が確保できず実施でき

なかった。 

〈令和 2、3、4、5年度〉 

福島県のホームページにおいて、事業の概要、申請手続き等

を掲載したことにより、スムーズな事業執行ができた。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.18（医療分）】 

看護業務推進連絡会議 

【総事業費】 

221 千円 

【R5 事業費】 

221 千円 

事業の対象となる

区域 

全県域 

事業の実施主体 福島県 

事業の期間 平成 31 年 4 月 1 日～令和 6年 3月 31 日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介

護ニーズ 

・原子力災害等の影響による離職や県外流失で減少した看護職の安

定的な養成・確保の推進により、「効率的かつ質の高い医療提供体制

の構築」を図る。 

アウトカム指標：看護職員数（人口 10 万対） 

H30: 1363.1 人→R2:1398.3 人→R4：1431.5→R4 の人数以上 

事業の内容 

（当初計画） 

・看護職員の安定的確保を図るため、専門研修や再就業支援研修の

企画立案、雇用の質の確保などに関する検討を行う。 

アウトプット指標 

（当初の目標値） 

・看護業務に造詣の深い委員により、総合的な会議を実施することで

看護職員の現状や効果的な確保策を見い出す。 

連絡会議の開催 １回、招へい委員数 19 名 

アウトプット指標 

（達成値） 

・看護業務に造詣の深い委員により、総合的な会議を実施することで

看護職員の現状や効果的な確保策を見い出す。 

連絡会議の開催 1 回、招へい委員数 24 名 

事業の有効性 

・効率性 

事業終了後１年以内のアウトカム指標： 

・看護職員就業者数(最新値：R4 年)  

H30：25.390 人→R2：25.519 人→R4：25,631 人 

就業看護職員は、R2 年 25.519 人から R4 年度 25,631 人と 112 人増

加した。 

・新卒看護職員離職率(日本看護協会調査：最新値 R4 年) 

 R2：9.8％→R3 年：8.0％→R4：8.4％  

（１）事業の有効性 

・看護管理者、関係団体が看護職員の確保状況、認定看護師及び特定

行為研修終了看護師等質の高い看護師の養成に関する最新情報を共

有するとともに、課題の検討や活発な意見交換を行った。 

（２）事業の効率性 

・事前に、参集者から意見や情報収集等を行い、討議内容を集約し、

会議業務の効率化を図った。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.31（医療分）】 

産科医等確保支援事業 

【総事業費】 

82,431 千円 

【R5 事業費】 

0 千円 

事業の対象となる

区域 

全県域 

事業の実施主体 分娩取扱施設 

事業の期間 平成 31 年 4 月 1 日～令和 6年 3月 31 日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介

護ニーズ 

・本県の産婦人科医師数は全国でも極めて低い水準にあることから、

分娩手当支給を支援することにより、産婦人科医の定着を図ること

が必要。 

アウトカム指標： 

・手当支給施設の産科・産婦人科医師数 

H27：延べ 133 人→R5：133 人以上 

・出生 1,000 件当たりの産婦人科医師数 

H30：10.2 人(出生数 12,495 件/産婦人科医師数 128 人) 

→R4：12.9 人（出生数 9,709 件/産婦人科医師数 126 人） 

※前回は、「分娩件数 1,000 件数当たりの分娩取扱施設勤務産婦人科

医師数」としていたが、定期的に調査が行われている人口動態統計の

出生数及び医師・歯科医師・薬剤師統計の産婦人科医師数から確認す

ることにした。 

事業の内容 

（当初計画） 

・過酷な勤務環境にある産科医師等の処遇を改善しその確保を図る

ため、分娩手当を支給する分娩取扱医療機関に対して支援する。 

アウトプット指標 

（当初の目標値） 

・手当支給者数  （H27）延べ 133 人→(R1)139 人以上 

・手当支給施設数 （H27）24 施設  →(R1)25 施設以上 

アウトプット指標 

（達成値） 

・手当支給者数  （H27）延べ 133 人→(R5)延べ 151 人 

・手当支給施設数 （H27）24 施設  →(R5)19 施設 

事業の有効性 

・効率性 

事業終了後１年以内のアウトカム指標： 

・手当支給者および手当支給施設の増加 

 手当支給者数（H27）延べ 133 人→(R5)延べ 151 人 

 手当支給施設数（H27）24 施設  →(R5)19 施設 

 観察できた→診療所の閉院等があり参加施設数は５施設減少した

が、支給者数が 113％に伸びていることからも、支援に対するニーズ

が上昇しているといえる。 
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（１）事業の有効性 

・産科医等の処遇改善のため分娩手当を支給し、産科医等の数の増加

を図ることができる。 

（２）事業の効率性 

・県内の産科医療機関に幅広く周知し、分娩手当に対する補助を実施

できるように呼びかけ効率化が図られている。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.36（医療分）】 

小児平日夜間救急医療支援事業 

【総事業費】 

6,355 千円 

【R5 事業費】 

1,275 千円 

事業の対象となる

区域 

県南地域 

事業の実施主体 西白河地方市町村会及び白河厚生総合病院 

事業の期間 平成 31 年 4 月 1 日～令和 6年 3月 31 日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介

護ニーズ 

・本県の小児科医師数は全国でも極めて少ない状況にあり、特に県南

区域における人口 10 万人対の小児科医師数（平成 28 年度）は 6.3 で

あり、全国 13.2、県全体 11.3 に対して著しく低い水準にある。また、

県南区域における同指標は平成22年度から平成28年度にかけて3.0

ポイントも減少している。 

・このことから、県南区域における小児科医の不足により診療の継続

が困難となり、地域医療に大きな影響を与えることが危惧される。 

県南区域の小児患者は、隣接する県中区域等へ流出している現状も

あることから、より身近な地域で診療を受けられる体制も整える必

要がある。 

アウトカム指標：白河地区の小児科医師数 

H28：9 名→R1：9 名以上 

事業の内容 

（当初計画） 

・平日夜間の小児外来の運営費（人件費）補助を行い、県南区域に

おける小児医療を継続するための負担を軽減するとともに、当該補

助を活用して小児科医の維持・確保につなげる。 

アウトプット指標 

（当初の目標値） 

・年間実施日数 244 日 

アウトプット指標 

（達成値） 

・年間実施日数 239 日 

事業の有効性 

・効率性 

事業終了後１年以内のアウトカム指標： 

・白河地区の小児科医師数の増加 H28：9 名→R4：10 名 

（１）事業の有効性 

・平日夜間の小児外来を支援することにより、県南地方の小児科にお

ける医療体制の維持、確保に貢献している。 

（２）事業の効率性 

・地域広報誌等に開設のお知らせを掲載し、広く利用される工夫を講

じている。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.43（医療分）】 

看護補助者活用推進事業  

【総事業費】 

1,105 千円 

【R5 事業費】 

752 千円 

事業の対象となる

区域 

全県域 

事業の実施主体 福島県（福島県看護協会） 

事業の期間 平成 31 年 4 月 1 日～令和 6年 3月 31 日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介

護ニーズ 

・看護職員に対する専門性が求められている中、看護職員の業務負担

軽減、離職防止及び看護の質の向上のため、看護管理者を対象とした

看護補助者に対する効果的なマネジメントが不可欠である。 

アウトカム指標： 

・県内常勤看護職員離職率（病院看護実態調査より） 

H27：8.2％→H28：8.5%→H29：7.5％→H30：7.5％以下→ R1：6.9％ 

 → R2：9.2％ → R3：7.3%→ R4：8.9%→ R5：R3 のポイント以下 

※病院看護実態調査は毎年 5 月～6 月に 2 事業年度前の数値が公表

されるため、R1 の指標は H30 が未公表である現時点では不明。 

事業の内容 

（当初計画） 

・病院等の看護管理者に対する看護補助者の活用方法、看護サービ

ス管理能力向上を目的とした研修 2日間×1回 

アウトプット指標 

（当初の目標値） 

・県看護協会で研修開催 1 回（2日間）、受講者 60 名程度 

アウトプット指標 

（達成値） 

・県看護協会で研修開催 1 回（2日間）、受講者 60 名 

事業の有効性 

・効率性 

事業終了後１年以内のアウトカム指標： 

・県内常勤看護職員離職率（資料：（公社）日本看護協会） 

H29：7.5％→H30：6.9％→R1：6.9％ → R2：9.2％ → R3：7.3%→ 

R4：8.9%→R5：9.6％ 

・県内病院に勤務する看護職員数の推移 

H30.12 月：14,884 人→R1.12 月：14,906 人→R2.12 月：14795 人→

R3.12 月 14,866 人：→R4.12 月：14,779 人→R5.12 月： 14,592 人 

観察できた→県内病院に勤務する看護職員数は、H30:14,884 人から

R1:14,906 人に増加した。       

観察できなかった→7.3％から 9.6％に増加した。 

 ※ R3 は、R5 年度と比較して３割ほど調査への回答病院数が少な

かった。他の年度を見ても、回答病院数が多いほど離職率の数字
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は高くなっており、今回もそれが影響したと考えられる。 

 （代替指標） 

  令和６年３月に本県が公表した「福島県看護職員需給計画」にお

いて、R2:25,519 人→R4：25,631 人と県内の看護職員等の就業者数は

年々増加している。このため、看護職の安定的な確保に本事業が寄与

していると考えられる。 

 

（１）事業の有効性 

・修了者が、看護補助者の活用に関する制度について理解を深め、看

護職員と看護補助者の業務分担について検討できた。それによって、

看護職員の負担を軽減し、安全で質の高い看護サービスを提供でき

る看護職員が確保される体制が整い始めた。 

（２）事業の効率性 

・福島県看護協会に業務委託することで、事業の周知及び研修が効率

的に実施できた。 

その他  

 

 

  



   

269 

 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.1（介護分）】 

高齢者福祉施策推進会議・同圏域別協議会 

【総事業費】 

677 千円 

【うち R5 事業費】 

285 千円 

事業の対象となる

区域 

全県域 

事業の実施主体 福島県 

事業の期間 平成 31 年 4 月 1 日～令和 6年 3月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介

護ニーズ 

・高齢者が地域において、安心して生活できる体制の構築を図る。 

アウトカム指標：介護サービス従事者数の増。 

事業の内容 

（当初計画） 

・介護従事者の確保・定着に向けた総合的な取組を実施するため、有

識者、行政機関、多職種団体、事業者団体等で構成する会議を設置し、

人材確保・育成、労働環境改善等に関する取組の企画立案を行うとと

もに、検討した施策を実現するため、関係機関・団体等との連携・協

働の推進を図る。 

アウトプット指標 

（当初の目標値） 

・各会議を１回以上開催する。 

アウトプット指標 

（達成値） 

・各 1～2 回開催。各圏域毎に会議を開催し、 関係機関・団体との

連携・協働を推進した。 

（R4 開催回数 4回） 

事業の有効性・効率

性 

事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

・関係機関・ 団体との連携協働を推進することにより、介護従事者

の確保・定着へ向けた総合的な取組体制の強化が図られる。 

観察できた→介護人材確保・定着へ向けた関係団体の取組について

の情報共有や意見交換を通して連携・協働が図られた。 

（1）事業の有効性 

・会議の開催で関係機関・団体が情報を共有することにより、介護従

事者の確保・定着へ向けた総合的な取組体制の強化が図られた。 

（2）事業の効率性 

・各保健福祉事務所で事業を実施することにより、 地域の実情 に応

じた体制づくりが図られている。 

その他 Ｒ５事業規模 429 千円（R元 285 千円、Ｒ２ 144 千円充当） 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.11（介護分）】 

多様な人材層に対する介護人材キャリアア

ップ研修支援事業 

【総事業費】 

26,927 千円 

【うち R5 事業費】 

8,830 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全県域 

事業の実施主体 福島県、医療・介護団体、NPO、施設及び介護事業所 

事業の期間 平成 31 年 4 月 1 日～令和 6年 3月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

高齢者が地域において、安心して生活できる体制の構築を図る。 

アウトカム指標：介護サービス従事者数の増 

事業の内容 

（当初計画） 

  訪問介護員の資質向上を図るため各種研修を実施。また、事業

者団体や介護事業所等の下記に掲げる研修に係る経費を支援す

るとともに受講者の負担軽減を図る。 

 ・中堅職員向けのマネジメント研修 

 ・喀痰吸引等研修・認知症ケア研修・サービス提供責任者研修 

 ・介護技術の再確認、向上に資する研修 

 ・介護支援専門員の資質向上研修  

 ・権利擁護に関する研修 

 ・介護職員のアセッサー講習  

アウトプット指標 

（当初の目標値） 

 ５００人受講 

アウトプット指標 

（達成値） 

研修開催２，９１５人受講。 

中堅職員向けのマネジメント研修、痰吸引等研修・認知症ケア

研修、小規模事業者向け介護技術等の再確認等、多様な人材層に

対する介護人材キャリアアップ研修を支援した。 

事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標：介護サービスの質の向

上が図られる。 

観察できた→人材の質の向上が図られた。 

（１）事業の有効性 

中堅職員向けのマネジメント研修、痰吸引等研修・認知症

ケア研修、介護技術等の再確認等、キャリアアップ研修を支

援することで、介護サービスの質の向上に繋がっている。 

（２）事業の効率性 

関係団体、事業者が自らの創意工夫で実施する研修に補助
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することで効率的な執行ができた。また、意欲のある人材の

資質向上に繋がっている。 

その他 Ｒ５事業規模 46,319 千円（Ｒ2 33,186 千円、Ｒ３ 927 千円充

当） 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.19（介護分）】 

地域包括ケアシステム関連研修事業等 

【総事業費】 

15,329 千円 

【うち R5 事業費】 

9,908 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全県域 

事業の実施主体 福島県 

事業の期間 平成３１年４月１日～令和６年３月３１日 

□継続 /  ☑終了 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

高齢者が地域において、安心して生活できる体制の構築を図る。 

地域包括ケアシステムの深化 

事業の内容 

（当初計画） 

・高齢者の自立支援・重度化防止を推進するなどの先駆的な取組

を行う市町村に対し、事業実施に必要な経費を補助するととも

に、その取組成果が他市町村にも波及するよう、地域包括支援セ

ンター職員等の資質向上を図るための研修会を開催する。 

アウトプット指標 

（当初の目標値） 

・実施事業数２０事業 

・成果報告研修会参加者数 １００人 

アウトプット指標 

（達成値） 

・実施事業数２６事業 

・成果報告研修会 新型コロナウィルス感染症感染防止等の観

点から中止 

事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標： 

・市町村における地域包括ケアシステムの深化・推進が図られ

る。 

・介護予防の機運の向上が図られる。 

観察できた→ 

・補助金を活用し、各市町村において自立支援型地域ケア会議の

充実や医療機関との連携体制の整備、住民主体の通いの場の立ち

上げ等が推進された。 

・住民主体の先駆的な活動事例等を紹介する成果報告書を通し

て介護予防の機運の向上が図られた。 

（１）事業の有効性 

・実施事業数は目標を達成し、事業を活用した市町村では体制整

備を実施するなど地域包括ケアシステムの深化・推進に資するも

のとなった。 

（２）事業の効率性 
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・地域包括ケアシステムの深化・推進に資する事業を実施する市

町村に対し補助を行うことで、事業への着手が効率的に進めら

れ、県内全体の地域包括ケアシステムの深化・推進につながった。 

その他 Ｒ５事業規模 32,566 千円（Ｒ2 13,477 千円、Ｒ３ 9,180 千円充

当） 
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事業名 【No.20（介護分）】 

地域包括ケアシステム構築に資する人材育

成・資質向上事業 

【総事業費】 

2,983 千円 

【うち R5 事業費】 

569 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全県域 

事業の実施主体 医療・介護団体、NPO、施設及び介護事業所 

事業の期間 平成 31 年 4 月 1 日～令和 6年 3月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

高齢者が地域において、安心して生活できる体制の構築を図る。 

アウトカム指標：介護サービス従事者数の増 

事業の内容 

（当初計画） 

  地域ケア会議に関する研修会を実施し、ケアマネジャーや介護

事業者、OT,PT,ST 等の専門職の資質の向上を図る。 

アウトプット指標 

（当初の目標値） 

１２００人受講 

アウトプット指標 

（達成値） 

１７３１人受講。 

多職種に対して地域ケア会議に関する研修会を実施し、ケアマ

ネジャーや介護事業者、OT,PT,ST 等の専門職の資質の向上を図ら

れた。 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標：地域ケア会議の充実が

図られる。 

観察できた→地域ケア会議への多職種の参加が促進され、地域

ケア会議の充実が図られた。 

（１）事業の有効性 

ケアマネジャーや介護事業者、OT,PT,ST 等の専門職の地域

ケア会議に対する理解が深まることで、地域ケア会議の運営

において専門職の関与が容易になり、地域ケア会議の充実に

繋がった。 

（２）事業の効率性 

関係団体が自らの創意工夫で実施する研修に補助すること

で、効率的な執行ができた。 

その他 Ｒ５事業規模 621 千円（Ｒ３ 52 千円充当） 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.21（介護分）】 

権利擁護人材育成事業 

【総事業費】 

1,969 千円 

【うち R5 事業費】 

953 千円 

事業の対象となる

区域 

全県域 

事業の実施主体 市町村 

事業の期間 平成 31 年 4 月 1 日～令和 6年 3月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・

介護ニーズ 

・高齢者が地域において、安心して生活できる体制の構築を図る。 

アウトカム指標：市民後見人数の増加。 

事業の内容 

（当初計画） 

・成年後見制度の下で身上監護等の支援を行う「市民後見人」の養成

研修を実施する。 

アウトプット指標 

（当初の目標値） 

・受講者数 180 人 

アウトプット指標 

（達成値） 

・受講者数 152 人 

（R4 202 名受講） 

事業の有効性・効

率性 

事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

・新たな権利擁護の担い手の育成が図られる。 

観察できた→研修受講者は、市民後見人としての活動を予定してお

り、市民後見人として活動しない場合も地域の地域福祉活動を検討

している。 

（1）事業の有効性 

・研修受講者は、市民後見人としての活動を予定しており、市民後見

人として活動しない場合も地域の地域福祉活動を検討しており、権

利擁護人材の養成が図られる。 

（2）事業の効率性 

・市町村が自らの創意工夫で実施する研修に補助することで、効率的

な執行ができた 

その他 Ｒ５事業規模 953 千円 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.25（介護分）】 

介護従事者の子育て支援のための施設内保

育施設運営事業 

【総事業費】 

3,823 千円 

【うち R5 事業費】 

607 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全県域 

事業の実施主体 施設及び介護事業所 

事業の期間 平成 31 年 4 月 1 日～令和 6年 3月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

高齢者が地域において、安心して生活できる体制の構築を図る。 

アウトカム指標：介護サービス従事者数の増 

事業の内容 

（当初計画） 

  介護事業所における保育施設の運営を支援する。 

アウトプット指標 

（当初の目標値） 

２法人支援 

アウトプット指標 

（達成値） 

２法人支援 

事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標：介護施設内の保育施設の

運営支援により、子育て世代の就職者の確保が図られる。 

観察できた→子育て世代の介護従事者が職場に定着した。 

（１）事業の有効性 

   介護事業所で働きながら子育てができる環境を構築する 

ことで人材の確保・定着が図られた。 

（２）事業の効率性 

   施設内保育施設の運営を支援することで、子育て世代の介 

護従事者の確保・定着につながった。 

その他 Ｒ５事業規模 3,127 千円（Ｒ2 1,048 千円、Ｒ３ 1,471 千円充

当） 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.28（介護分）】 

外国人留学生受入環境整備事業 

【総事業費】 

20,487 千円 

【うち R5 事業費】 

838 千円 

事業の対象となる区域 全県域 

事業の実施主体 福島県 

事業の期間 平成 31 年 4 月 1 日～令和 6年 3月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

・高齢者が地域において安心して生活できる体制を構築する必

要がある。 

アウトカム指標：介護福祉士養成施設への外国人留学生数。 

事業の内容（当初計画） ・外国人留学生への奨学金等を支給する介護施設等への支援。 

・介護福祉士資格の取得を目指す留学生や特定技能１号等の外

国人介護人材と受入介護施設等とのマッチング支援。 

アウトプット指標（当

初の目標値） 

・5人支援 

アウトプット指標（達

成値） 

・4法人 5人支援 

（R4 マッチング 1法人 2名） 

事業の有効性・効率性 外国介護人材の受入体制を構築し、介護サービス従事者数の増加

が図られる。 

観察できた→外国人介護人材の受入により、介護人材の確保が図

られた。 

（１）事業の有効性 

・web を通じた送り出し国等との調整、マッチング支援を必要と

する介護施設等との情報収集・情報提供ができた。 

（２）事業の効率性 

介護の現場の実態に精通しており、外国人介護人材の受入の知識

や経験のある老施協に委託したことにより、効率的な事業ができ

た。 

その他 Ｒ５事業規模 11,581 千円（Ｒ３ 10,742 千円充当） 

 
  


